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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

2024年９月27日に提出いたしました第30期（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）の有価証券報告書に添付

しております「独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書」の記載事項の一部に原本と異なる箇所がありまし

たので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 
２ 【訂正事項】

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

 
独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　　（訂正前）

（前略）

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

（省略）

　会社の売上高及び契約負債は、上記の通り連結損益

計算書及び連結貸借対照表の其々の勘定科目の金額の

大半を占め、さらに会社は、2022年9月に公表した新3

カ年計画において売上高を経営指標として設定してい

ることから、会社の売上高は経営者及び財務諸表利用

者が最も重視する指標の一つである。

　当該収益の認識は、（連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項）(6) 重要な収益および費用の計

上基準の記載の通り、製品の販売については、製品の

提供が完了し、請求可能となった時点、一方、サービ

スの提供については、役務を提供する期間にわたり収

益を認識している。

　会社の売上高及び契約負債は、上記の通り連結損益

計算書及び連結貸借対照表の其々の勘定科目の金額の

大半を占め、さらに会社は、2022年9月に公表した新3

カ年計画において売上高を経営指標として設定してい

ることから、会社の売上高は経営者及び財務諸表利用

者が最も重視する指標の一つである。

　当該収益の認識は、（連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項）(6) 重要な収益および費用の計

上基準の記載の通り、製品の販売については、製品の

提供が完了し、請求可能となった時点、一方、サービ

スの提供については、役務を提供する期間にわたり収

益を認識している。

　以上より、売上高に虚偽表示が発生した場合には、

連結財務諸表に及ぼす影響が大きく、また、売上高は

経営者及び財務諸表利用者にとって重要な経営指標と

考えられることから、当監査法人は当該事項が監査上

の主要な検討事項に該当するものと判断した。

（省略）

 

（後略）
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　　（訂正後）

（前略）

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

（省略）

　会社の売上高及び契約負債は、上記の通り連結損益

計算書及び連結貸借対照表の其々の勘定科目の金額の

大半を占め、さらに会社は、2022年9月に公表した新3

カ年計画において売上高を経営指標として設定してい

ることから、会社の売上高は経営者及び財務諸表利用

者が最も重視する指標の一つである。

　当該収益の認識は、（連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項）(6) 重要な収益および費用の計

上基準の記載の通り、製品の販売については、製品の

提供が完了し、請求可能となった時点、一方、サービ

スの提供については、役務を提供する期間にわたり収

益を認識している。

　会社の収益認識の基礎となる売上高の受注プロセス

及び計上プロセスには、ＩＴシステムによる自動処理

に加えて、手作業による売上高の仕訳入力も含まれる

こと、製品及びサービスの対象物が無形の資産であり

客観的に実態を確認することが難しいことから、売上

高の実在性や期間帰属の観点から不適切な売上高が計

上される潜在的なリスクが存在する。

　以上より、売上高に虚偽表示が発生した場合には、

連結財務諸表に及ぼす影響が大きく、また、売上高は

経営者及び財務諸表利用者にとって重要な経営指標と

考えられることから、当監査法人は当該事項が監査上

の主要な検討事項に該当するものと判断した。

（省略）

 

（後略）

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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